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はじめに                              

１ 計画策定の趣旨                              
 2019（令和元）年 12 月、中華人民共和国湖北省武漢市における新型コロナウ
イルス感染症（ＣＯＶＩＤ-19）のアウトブレイクを端緒に、全世界的な流行を引
き起こした新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、国民の生命及び健康に
重大な影響を与えるおそれがある感染症の発生及びまん延に備えるため、改正感
染症法が令和４年１２月９日に公布された。これにより、都道府県が策定する感
染症の予防のための施策の実施に関する計画の記載事項を充実させるほか、保健
所設置市区においても予防計画を定めるなど、感染症対策の一層の充実を図るこ
ととなった。 
 

予防計画の策定にあたっては、感染症の発生及びまん延防止と患者等の人権の
尊重の両立を基本とする観点から、感染症に係る情報について、偏見を排除する
ため積極的な公表を進めつつ、患者の個人の意思や人権を尊重し、一人ひとりの
感染症の予防及び患者に対する良質かつ適切な医療の提供を通じた早期治療の積
み重ねによる社会全体の予防を推進していくことが重要である。 

 
これらを踏まえ、本計画は、群馬県感染症予防計画との整合性と実効性を図り、

新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染症が発生した場合の対応を
念頭に置き、群馬県感染症対策連携協議会への参画、保健所の体制整備、人材育
成、啓発及び知識の普及等の取組等について策定するものである。 

 
なお、本計画は施行後の状況変化等に的確に対応する必要があることから、国

の基本的な指針及び群馬県感染症予防計画が変更された場合には再検討を加え、
また必要があると認めるときは、これを変更していくこととする。 
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２ 計画の位置づけ                              
 本計画は、法第 10 条の規定に基づき策定する計画とし、同法に基づき厚生労
働大臣が策定した基本指針の内容を踏まえたものである。また、群馬県の策定す
る群馬県感染症予防計画及び本市の感染症対策に関連する各計画と整合性を図っ
たものである。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
３ 計画期間                                 

 計画の期間は、令和６年度（2024 年度）から令和 11 年度（2029 年度）までの
６年間とする。ただし、国の基本指針及び群馬県感染症予防計画が変更された場
合や計画を推進する中で変更が余儀なくされた場合などには、計画期間内であっ
ても必要な見直しを行う。 

 

４ 計画の進行管理                                 
 本計画に基づく取組の実施状況については、毎年「群馬県感染症対策連携協議
会」（以下「県連携協議会」という。）に報告し、評価・検証を行い、ＰＤＣＡサ
イクルによる改善を図っていく。 

図２ ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

図 1 前橋市感染症予防計画の位置づけ 
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第１章 感染症の予防の推進の基本的な方向               

１ 事前対応型行政の構築                            
 感染症対策は、国内外における感染症に関する情報の収集、分析並びに国民及
び医師等医療関係者への公表（以下「感染症発生動向調査」という。）を適切に実
施するための体制（以下「感染症発生動向調査体制」という。）の整備、基本指針、
本計画に基づく取組を通じて、普段から感染症の発生及びまん延を防止していく
ことに重点を置いた事前対応型の行政として取り組んでいくことが重要である。 
 市は、群馬県及び保健所設置市（以下「県等」という。）、感染症指定医療機関、
医師会等医療関係団体、消防機関その他の関係機関（高齢者施設等の関係団体等
を含む。）で構成される群馬県感染症対策連携協議会（以下「県連携協議会」とい
う。）において本計画等について協議を行うとともに、本計画に基づく取組状況を
毎年報告し、進捗確認を行うことで、平時より感染症の発生及びまん延を防止し
ていくための取組を関係者が一体となってＰＤＣＡサイクルに基づく改善を図り、
実施状況について検証する。 
 

２ 市民一人ひとりに対する感染症の予防及び治療に重点を置いた対策        
 今日、多くの感染症の予防及び治療が可能となってきているため、感染症の発
生の状況、動向及び原因に関する情報の収集及び分析とその分析結果並びに感染
症の予防及び治療に必要な情報の市民への積極的な公表を進めつつ、市民一人ひ
とりにおける予防及び感染症の患者等（患者のほか、無症状病原体保有者、感染
症死亡（疑い）者の死体、疑似症患者、新感染症にかかっていると疑われる者若
しくは新感染症の所見がある者のいずれかを指す。以下同じ。）に対する良質かつ
適切な医療の提供を通じた早期治療の積み重ねによる社会全体の予防を推進する。 

 
３ 人権の尊重                                 

 感染症の予防と患者等の人権の尊重の両立を基本とする観点から、患者等の個
人の意思や人権を尊重し、一人ひとりが安心して社会生活を続けながら良質かつ
適切な医療を受けられ、入院の措置がとられた場合には、早期に社会に復帰でき
るような環境の整備に努める。  
 また、市は、感染症に関する個人情報の保護に十分留意し、感染症に対する差
別や偏見の解消のため、報道機関に協力を求めることを含め、あらゆる機会を通
じて正しい知識の普及啓発に努める。 

 
４ 健康危機管理の観点に立った迅速かつ的確な対応                

 感染症は周囲へまん延する可能性があり、市民の健康を守るための健康危機管
理の観点に立った迅速かつ的確な対応が求められる。そのため、感染症の発生状
況等の的確な把握が不可欠であり、市は、感染症の病原体の検査や疫学的視点を
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重視した総合的な感染症発生動向調査体制の確立に向けて、県等、医師会等の関
係団体及びその他の関係者が適宜適切に連携を図る。 
 また、本計画に基づき、健康危機管理の段階に応じた各種計画等の策定及びそ
の周知を通じ、健康危機管理体制の構築を行う。 
 

５ 市の果たすべき役割                            
（１）市は、施策の実施に当たり、地域の特性に配慮しつつ、県と相互に連携し

て、感染症の発生の予防及びまん延の防止のための施策を講ずるとともに、
正しい知識の普及、情報の収集・分析・公表、人材の養成・資質の向上・
確保、迅速かつ正確な検査体制の整備等の感染症対策に必要な基盤を整備
する。この場合、市は、感染症の発生及びまん延防止のための施策に関す
る国際的動向を踏まえるとともに、感染症の患者等の人権を尊重する。 

（２）市は、県が設置する感染症連携協議会に参加し、県等その他の関係者との
平時から意思疎通、情報共有、連携の推進に努める。 

（３）市は、基本指針及び県が策定する予防計画に即して予防計画を策定するこ
とに鑑み、県連携協議会等を通じて、予防計画を策定する段階から、県と
連携して感染症対策を行う。 

（４）保健所は地域における感染症対策の中核的機関として、体制整備や人材育
成等の取組を計画的に行う。 

（５）市は、平時から感染症対応が可能な専門職を含む人材の確保、他の地方公
共団体等への人材派遣並びに国及び他の地方公共団体からの人材の受入れ
等に関する体制を構築する。また、新型インフルエンザ等感染症等に係る
発生等の公表が行われたときから新型インフルエンザ等感染症等と認めら
れなくなった旨の公表等が行われるまでの間（以下「新型インフルエンザ
等感染症等発生等公表期間」という。）には、市は、県による情報集約及び
業務の一元化等の事業等の支援を受け、連携・協力を行う。 

（６）市は、複数の自治体にわたる広域的な地域に感染症のまん延のおそれがあ
るときには、近隣の自治体や、人及び物資の移動に関して関係の深い市町
村等と相互に協力しながら感染症対策を行う。また、新型インフルエンザ
等感染症等発生等公表期間において、迅速に体制を移行し、対策が実行で
きるよう、医療提供体制、保健所、検査等の対応能力を構築する。 

（７）市は、自宅療養者等の療養環境の整備等の県が実施する施策への協力や感
染状況等の情報提供及び相談対応を通じて住民に身近な立場から感染症の
発生及びまん延の防止等を図る。 
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６ 市民の果たすべき役割                           
 市民は、感染症に関する正しい知識を持ち、その予防に必要な注意を払うよう
努めるとともに、偏見や差別により感染症の患者等の人権を損なわないようにし
なければならない。 
 

７ 医療関係者の果たすべき役割                        
（１）医師その他の医療関係者は、第 1 章-６に定める市民の果たすべき役割に加

え、医療関係者の立場で市の施策に協力するとともに、感染症の患者等が
置かれている状況を深く認識し、患者等に対する適切な説明を行い、その
理解の下に良質かつ適切な医療を提供するよう努める。 

（２）病院、診療所、病原体等の検査を行っている機関及び老人福祉施設等の開
設者等は、施設における感染症の発生の予防やまん延防止のために必要な
措置を講ずるよう努める。 

（３）保険医療機関又は保険薬局は、感染症の入院患者の医療その他必要な医療
の実施について、市が講ずる措置に協力する。 

 
 
８ 獣医師等の果たすべき役割                         

（１）獣医師その他の獣医療関係者は、第 1 章-６に定める市民の果たすべき役割
に加え、獣医療関係者の立場で市の施策に協力するとともに、感染症の予
防に寄与するよう努める。 

（２）動物等取扱業者（法第５条の２第 2 項に規定する者をいう。以下同じ。）及
び畜産農業者等は、第 1 章-６に定める市民の果たすべき役割に加え、自ら
が取り扱う動物及びその死体（以下「動物等」という。）が感染症を人に感
染させることがないように、感染症の予防に関する知識及び技術の習得、
動物等の適切な管理その他の必要な措置を講ずるよう努める。 

 
９ 予防接種                                 

 予防接種は、感染源対策、感染経路対策及び感受性対策からなる感染症予防対
策の中で、主として感受性対策を受け持つ重要な位置付けとなっていることから、
ワクチンに関する正しい情報提供に取組み、市民の理解を得つつ、積極的に推進
していく。 
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第２章 感染症の発生の予防のための施策に関する事項              

１ 感染症の発生の予防のための施策に関する考え方                           
（１）感染症の発生の予防のための対策において、事前対応型行政の構築を中心

として、国及び県等と連携しながら具体的な感染症対策を企画、立案、実
施及び評価していく。 

（２）市は、感染症の予防のための施策の最も基本的な事項として、一類感染症、
二類感染症、三類感染症、四類感染症、五類感染症及び新興感染症の発生
動向調査を積極的に推進する。さらに、市は平時（患者等発生後の対応時
以外の状態をいう。以下同じ。)における食品衛生対策や環境衛生対策等に
ついて、関係機関及び関係団体と連携を図りながら具体的に講ずる。 

（３）予防接種による予防が可能であり、ワクチンの有効性及び安全性が確認さ
れている感染症については、実施体制を整備し、予防接種法（昭和 23 年法
律第 68 号）に基づき適切に予防接種を行うことが重要である。また、市
は、医師会等との十分な連携により個別接種の推進を図るなど、対象者が
予防接種をより安心して受けられるような環境の整備を地域の実情に応じ
て行う。さらに、希望する市民が予防接種を受けられるよう、市医師会等
の関係機関と連携して接種体制を確保するとともに、接種実施機関等につ
いての情報を積極的に提供する。 

 
 

２ 感染症発生動向調査                            
（１）感染症発生動向調査については、精度管理を含め全国的に統一的な体系で

進めるとともに、本市を含む県の実情に応じて情報等の追加を行い、効果
的かつ効率的に実施することが重要である。このため、市は、特に診療を
行う医師に対して本事業の重要性について説明し、医師会及び感染症の患
者の理解と協力を得ながら、適切に進める。 

（２）市は、法第 12 条に定める感染症に関する医師の届出の義務について医師
会等を通じて周知を行い、病原体の提出を求めるとともに、最新の医学的
知見を踏まえた感染症発生動向調査の実施方法の見直しについての検討や
デジタル化を図り、迅速かつ効果的な情報収集及び分析を推進する。 

（３）法第 13 条の規定による届出を受けたとき、市⾧は、当該届出に係る動物又
はその死体が感染症を人に感染させることを防止するため、速やかに積極
的疫学調査の実施その他必要な措置を講ずる。この場合において、市は、
群馬県衛生環境研究所（以下「衛生環境研究所」という。）、動物等取扱業
者及び畜産農業者等の指導を行う機関等と相互に連携して対応する。 

（４）一類感染症、二類感染症、三類感染症、及び新型インフルエンザ等感染症
の患者並びに新感染症にかかっていると疑われる者については、法に基づ
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き健康診断等の感染症の発生の予防及びまん延の防止のための措置並びに
患者に対する良質かつ適切な医療の提供が迅速かつ適切に行われる必要が
あり、また、四類感染症については、病原体に汚染された場合の消毒、ね
ずみ族の駆除等の感染症の発生の予防及びまん延の防止のための措置が迅
速かつ適切に行われる必要があるほか、一部の五類感染症についても、感
染の拡大防止のために迅速に対応する必要があることから、市は医師が市
⾧へ適切な届出を行うよう周知する。 

（５）二類感染症、三類感染症、四類感染症又は五類感染症の疑似症については、
感染症の発生の予防及びまん延の防止のための措置を迅速かつ適切に行う
ため、市は法第 14 条に規定する指定届出機関が市⾧へ適切に届出を行う
よう周知する。また、二類感染症、三類感染症、四類感染症又は五類感染
症の疑似症について、厚生労働大臣が認めたときは、指定届出機関以外の
病院又は診療所の医師に対し、市⾧への届出を求める。 

（６）感染症の病原体の迅速かつ正確な特定は、患者等への良質かつ適切な医療
の提供や感染症の発生の予防及びまん延の防止のために極めて重要な意義
を有している。このため市は、県等と連携し、衛生環境研究所を中心とし
て、病原体に関する情報を統一的に収集、分析及び公表する体制を構築す
るとともに、患者等に関する情報も含め全国一律の基準及び体系で一元的
に機能する感染症発生動向調査体制を構築する。 

（７）感染症対策の推進にあたり、市は、国や他の都道府県等から提供される情
報のみならず、他の都道府県等との連携や様々な情報媒体を活用して、国
内の他の地域や海外における感染症の発生の状況、動向及び原因に関する
情報収集を積極的に行う。 

 
３ 感染症の予防のための対策と食品保健対策及び環境衛生対策との連携               

（１）市は、食品媒介感染症の発生予防に当たり、食品衛生部門が食品の検査及
び監視を要する業種や給食施設への発生予防指導を主体的に行い、感染症
対策部門が二次感染によるまん延の防止等の指導や情報の公表を主体的に
行うこととし、両部門が連携を図りながら、効果的かつ効率的に進める。 

（２）平時において、市は、水や空調設備、ねずみ族及び昆虫等を介する感染症
の発生の予防対策を講ずるに当たり、感染症対策部門と環境衛生部門が十
分に連携し、地域住民に対して感染症を媒介するねずみ族及び昆虫等（以
下「感染症媒介昆虫等」という。）の駆除並びに防鼠及び防虫に努めること
の必要性等の正しい知識の普及、蚊を介する感染症が流行している海外の
地域等に関する情報の提供、野鳥等の死亡鳥類の確認及び県への連絡等を
行う。 

（３）平時における感染症媒介昆虫等の駆除並びに防鼠及び防虫は、感染症対策
の観点からも重要であり、消毒及び駆除等に当たっては、過剰な消毒及び
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駆除等とならないよう配慮する。 
 

４ 関係部局及び関係団体との連携                                
 市は、感染症の予防を効果的かつ効率的に進めるために、感染症対策部門、食
品衛生部門、環境衛生部門等の連携を適切に図るとともに、必要に応じて、学校、
企業等の関係機関及び団体等とも連携を図る。 
 さらに、市は、県や国、他の都道府県及び市町村、医師会等の専門職能団体や
高齢者施設等関係団体等との連携体制を、県連携協議会等を通じて構築する。 
 また、広域での対応に備え、国や都道府県間の連携強化を図るとともに、必要
に応じて検疫所との連携を図る。 
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第３章 感染症のまん延の防止のための施策に関する事項              

１ 感染症の患者等発生後の対応に関する考え方                           
（１）感染症のまん延の防止のための対策の実施に当たっては、健康危機管理の

観点に立ち、迅速かつ的確に対応するとともに、感染症の患者等の人権を
尊重する。また、市民一人ひとりの予防と良質かつ適切な医療の提供を通
じた早期治療の積み重ねによる社会全体の予防の推進により、まん延防止
を図る。 

（２）感染症のまん延を防止するためには、国及び県等が感染症発生動向調査等
による情報の公表等を行うことにより、患者等を含めた市民、医療関係者
等の理解と協力に基づいて、市民が自ら予防に努め、健康を守る努力を行
うことが重要である。 

（３）市⾧は、情報（新興感染症の発生の状況、動向及び原因に関する情報に限
る。）の公表に関し、当該情報に関する市民の理解の増進に資するために必
要があると認めるときは、個人情報の保護に留意した上で県へ情報を提供
する。 

（４）法第４章に規定する健康診断、就業制限及び入院等の措置（以下「対人措
置」という。）は、一定の行動制限を伴うため、感染症の患者等の人権の尊
重の観点から必要最小限とする。 

（５）感染症のまん延の防止のための対人措置及び法第５章に規定する消毒等の
措置（以下「対物措置」という。）を行うに当たっては、感染症発生動向調
査等により収集された情報を適切に活用する。 

（６）事前対応型行政を進める観点から、市は、県等とともに、特定の地域に感
染症が集団発生した場合における、医師会等の専門職能団体及び高齢者施
設等関係団体等との役割分担や連携体制について、あらかじめ定める。 

（７）市は、他の都道府県にまたがるような広域的な感染症が発生した場合には、
国による技術的援助のもとで、県等とともに相互の連携を図りながら、ま
ん延防止の対策を実施するとともに、平時から国や県等、他の都道府県と
緊密に情報交換を行う等の連携を図る。 

（８）市は、感染症のまん延の防止のため緊急の必要があるときは、予防接種法
第６条に基づき臨時の予防接種を実施する。 

 
２ 検体の採取等、健康診断、就業制限及び入院                           

（１）市⾧は、対人措置を講ずるに当たっては、感染症の発生及びまん延に関す
る情報を対象となる感染症の患者等に提供し、その理解と協力を求めなが
ら行うことを基本とし、人権の尊重の観点から必要最小限とするとともに、
審査請求に係る教示等の手続及び法第 20 条第６項に基づく患者等に対す
る意見を述べる機会の付与を厳正に行う。 
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（２）検体の提出若しくは検体の採取に応じるべきことの勧告又は検体の採取の
措置の対象者は、一類感染症、二類感染症、新型インフルエンザ等感染症
若しくは指定感染症の患者、疑似症患者若しくは無症状病原体保有者若し
くは感染症の患者等と接触した者など当該感染症にかかっていると疑うに
足りる正当な理由のある者又は新感染症の所見がある者若しくは新感染症
にかかっていると疑うに足りる正当な理由のある者とする。 

（３）健康診断の勧告等については、病原体の感染経路その他の事情を十分に考
慮した上で、科学的に当該感染症にかかっていると疑うに足りる理由のあ
る者を対象とする。また、法に基づく健康診断の勧告等以外にも、市民が
自発的に健康診断を受けられるよう、市は情報の公表を的確に行う。 

（４）市⾧は、就業制限を行うに当たり、対象者その他の関係者に対し、自覚に
基づく自発的な休暇の取得や一時的に就業制限の対象以外の業務への配置
替え等により対応することが基本であることに加え、また、当該対象者が
不利な処遇を受けないよう十分配慮すること等を周知する。 

（５）勧告等による入院においては、医師から患者等に対する十分な説明と同意
に基づいた医療の提供が基本となる。市は、入院後も、法第 24 条の２に基
づく処遇についての市⾧に対する苦情の申出に対応するとともに、医療機
関に対し必要に応じて十分な説明及びカウンセリング（相談）を行い、患
者等の精神的不安の軽減を図るよう要請する。 

（６）入院の勧告を行う際は、市は、患者等に対して、入院の理由、退院請求及
び審査請求に関すること等の入院の勧告の通知に記載する事項を含め十分
な説明を行う。また、入院勧告等を実施した場合には、市は、講じた措置
の内容、提供された医療の内容及び患者等の病状について、患者等ごとに
記録票を作成するなどの統一的な把握を行う。 

（７）入院の勧告等に係る患者等が法第 22 条第３項に基づく退院請求を行った
場合には、市⾧は、当該患者等が病原体を保有しているかどうか、又は症
状が消失したかどうかの確認を速やかに行う。 
 また、新感染症の場合において、入院の勧告等に係る患者等が法第 48 条
第 3 項に基づく退院請求を行った場合には、市⾧は、当該患者等が新興感
染症を公衆にまん延させるおそれがないかどうかの確認を速やかに行う。 

 
３ 感染症の診査に関する協議会                            

法第 24 条及び市が定める感染症診査協議会条例等に基づき設置された感染症
の診査に関する協議会は、感染症のまん延の防止の観点から、感染症に関する専
門的な判断を行うほか、患者等への医療及び人権の尊重についても審議する。こ
のため、市⾧は、協議会の委員の任命に当たっては、この趣旨を十分に考慮する。 
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４ 消毒その他の措置                              
消毒、ねずみ族及び昆虫等の駆除、物件に対する措置、建物への立入制限又は

封鎖、交通の制限及び遮断等の措置を講ずるに当たっては、市⾧は可能な限り関
係者の理解を得ながら実施する。また、これらの措置は、個人の権利に配慮しつ
つ、必要最小限とする。 

 
５ 積極的疫学調査                              

（１）市は、法第 15 条に規定する感染症の発生の状況、動向及び原因の調査 (以
下「積極的疫学調査」という。)について、感染の連鎖を確認し、感染拡大
を防止するため、適した調査内容と手法を積極的に取り入れ、効果的かつ
効率的に実施する。 

（２）市は、積極的疫学調査を行う場合は、対象者の協力が得られるようその趣
旨をよく説明し、理解を得る。また、一類感染症、二類感染症若しくは新
型インフルエンザ等感染症の患者又は新感染症の所見がある者について、
正当な理由なく応じない場合には、人権に配慮しつつ、指示又は罰則の対
象となることを丁寧に説明する。 

（３）市は、①一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症又は新型イン
フルエンザ等感染症の患者等が発生し、又は発生した疑いがある場合、②
五類感染症等に係る発生状況において通常と異なる傾向が認められた場合、
③国内で感染症の患者等は発生していないが、海外で感染症が流行してい
るものが、国内で発生するおそれがある場合、④感染症を媒介する動物に
ついての調査が必要な場合、⑤その他市⾧が調査が必要と認める場合等に
おいて、積極的疫学調査を実施する。 

また、調査の実施に当たっては、関係者の理解と協力を得つつ、県等及
び動物等取扱業者の指導を行う機関等の関係機関と密接な連携を図り、原
因不明の感染症が疑われる事例等を含め地域における詳細な流行状況の把
握並びに感染源及び感染経路の究明を迅速に行う。 

（４）市⾧は、積極的疫学調査の実施に当たって、必要に応じて、県、厚生労働
省、国立感染症研究所及び国立研究開発法人国立国際医療研究センター等
の協力を求める。また、国や県、他の都道府県等から協力の求めがあった
場合は、積極的に応じる。 

（５）緊急時において国が積極的疫学調査を行う場合には、市は、国及び県等と
連携し、必要な情報を共有する。 

 
６ 指定感染症及び新感染症への対応                           

（１）指定感染症の患者等が発生した場合には、市⾧は法第 44 条の 9 に基づき、
別に定められる政令によって、法に規定する措置の全部又は一部を実施し、
その際には一類感染症、二類感染症又は三類感染症の患者等が発生した場
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合に準じた対策を講ずる。 
（２）新感染症は感染力や罹患した場合の重篤性が極めて高い一類感染症と同様

の危険性を有する一方、病原体が不明であるという特徴があり、新感染症
と疑われる症例が報告された場合には、市⾧は県及び国と密接に連携を図
り、国による技術的な指導や助言、感染症その他の関連分野の専門家から
成るチームの派遣等の支援等を受けながら、調査を実施するとともに、適
切な対人措置及び対物措置を講ずる。 

 
７ 食品保健対策及び環境衛生対策との役割分担と連携                                

（１）食品媒介感染症が疑われる疾患が発生した場合には、保健所⾧の指揮の下
に、食品衛生部門と感染症対策部門が、相互に連携を図りながら、迅速に
原因を究明する。三類感染症が疑われる食品媒介感染症が発生した場合に
は、食品衛生部門が主として原因食品の調査等を行い、感染症対策部門が
感染症の患者等及び関係者に関する情報収集や病原体の検査等を行うなど
の役割分担をする。 

    また、病原体、原因食品又は感染経路等が判明した場合には、食品衛生
部門が一次感染を防止するための必要な措置を講じ、感染症対策部門は必
要に応じ消毒等を行う。 

（２）三類感染症以外に関する食品媒介感染症が疑われる疾患が発生した場合に
は、保健所⾧の指揮の下、食品衛生部門が主として原因食品の調査及び検
査等を行い、必要に応じて感染症対策部門と連携しながら、迅速に原因を
究明する。 

    また、病原体、原因食品又は感染経路等が判明した場合には、食品衛生
部門が一次感染を防止するための必要な措置を講ずる。 

（３）感染症対策部門は、二次感染による感染症のまん延を防ぐため、感染症に
関する情報の公表、保健指導及びその他必要な措置を講ずる。 

（４）原因となった食品等の究明に当たっては、市は、衛生環境研究所等と連携
を図る。 

（５）感染症対策部門は、環境衛生部門と連携し、水や空調設備、感染症媒介昆
虫等を介した感染症のまん延の防止のための対策を講ずる。 

 
８ 患者等発生後の対応時における検疫所との連携                              

検疫手続の対象となる入国者のうち、市内に居住する者で、一類感染症、二類
感染症、三類感染症、四類感染症、新型インフルエンザ等感染症若しくは指定感
染症の病原体の保有が明らかになった場合又は新感染症の病原体に感染したおそ
れがあり、健康状態の異状が確認された場合、市は、検疫所と連携して感染症対
策を行う。 
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９ 関係部局及び関係団体との連携                        
市は、感染症のまん延を防止するために、特に感染症の集団発生や原因不明の

感染症の発生に備え、平時から県連携協議会等を活用し、医師会、歯科医師会、
薬剤師会及び看護協会等の医療関係団体や医療機関等との連絡体制をあらかじめ
構築しておくとともに、患者等発生時には密接に連携して対応に当たる。 
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第４章 感染症及び病原体等に関する情報の収集及び調査に関する事項              

１ 基本的な考え方                               
感染症対策は、科学的な知見に基づいて推進すべきものであることから、感染

症及び病原体等に関する調査は、感染症対策の基本的なものである。このため、
必要な情報の収集、調査の方向性の提示、国内の研究機関等との連携の確保並び
に調査に携わる人材の育成等の取組を通じて、調査を積極的に推進する。 

 
２ 国及び県と連携した感染症及び病原体等に関する情報の収集及び調査の推進               

市は、国又は都道府県に対する発生届及び積極的疫学調査に関する情報の報告
等を電磁的方法により行うなど、感染症に関し必要な医療のデジタル化を推進す
る。 

また、市は、県と連携して、国が新興感染症に関する様々な情報を調査及び分
析した重症度等の情報について、迅速に関係機関へ情報の提供を行う。 

 
３ 市における情報の収集及び調査の推進                          

（１）市における情報の収集及び調査の推進に当たっては、県等の関係部局と連
携を図りつつ、計画的に取り組む。 

（２）保健所は、地域における感染症対策の中核的機関との位置付けから、感染
症対策に必要な情報の収集及び疫学的な調査を衛生環境研究所や医療機関
との連携の下に進め、地域における総合的な感染症の情報の発信拠点とし
ての役割を果たす。 

（３）市は、市内の感染症の発生の動向や、地域の特性に応じて、対策及び調査
等を積極的に行うこととし、県等及び関係機関との十分な連携を図りなが
ら進める。また、調査に当たっては疫学的な知識や実務経験を有する職員
を養成し、活用する。 

（４）感染症の発生届及び積極的疫学調査に関する情報を迅速かつ効率的に収集
し、感染症対策の推進に活かしていくための仕組みとして、厚生労働省令
で定める感染症指定医療機関の医師が行う届出等は、原則、電磁的方法で
報告する。また、収集した様々な情報について個人を特定しないようにし
た上で、連結して分析する。 

 
４ 関係各機関及び関係団体との連携                           

感染症及び病原体等に関する調査に当たっては、関係各機関及び関係団体の適
切な役割分担が重要であり、市は、県等、衛生環境研究所、大学研究機関、医師
会及び国立感染症研究所等とも相互に十分な連携を図る。 
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第５章 病原体等の検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項              

１ 基本的な考え方                               
（１）感染症の病原体等の検査は、感染症の診断及び治療のみならず、人権の尊

重や感染の拡大防止の観点からも極めて重要であるため、市は県と連携し
て病原体等の検査の実施体制を整備し、検査能力の向上を図る。 

（２）市は、県とともに、検査機関における病原体等の検査体制及び検査能力等
について、厚生労働省令に基づき整備し、管理する。 

（３）市は、新興感染症のまん延が想定される感染症が発生した際に、検査が流
行初期の段階から円滑に実施されるよう、関係者や関係機関と協議の上、
平時から計画的な準備を行う。また、併せて民間の検査機関等との連携を
推進する。 

 
２ 感染症の病原体等の検査の推進                           

（１）市は、広域にわたり若しくは大規模に感染症が発生し、又はまん延した場
合を想定し、県連携協議会等を活用し、衛生環境研究所及び民間検査機関
等との病原体等の検査に係る役割分担を明確にした上で、それぞれの連携
を図る。 

（２）市は、保健所が十分な試験検査機能を発揮できるよう、計画的な人員の確
保や配置を行うなど、平時から体制整備を行う。衛生環境研究所等を有す
る県等との連携を確保すること等により試験検査に必要な対応を行う。 

（３）市は、衛生環境研究所と連携し、新興感染症の発生初期において検査を担
うことを想定し、平時からの研修や実践的な訓練の実施、検査機器等の設
備の整備及び検査試薬等の物品の確保等を通じ、自らの試験検査機能の向
上に努める。 
 また、国立感染症研究所の検査手法を活用して検査実務を行うほか、県
等と連携して、迅速かつ的確に検査を実施する。 

 
３ 総合的な病原体等の検査情報の収集、分析及び公表のための体制の構築               

市は、県等及び国との連携の下、病原体等に関する情報の収集のための体制を
衛生環境研究所と連携を図って構築し、患者等情報と病原体情報を迅速かつ総合
的に分析し、公表する。 

 
４ 関係機関及び関係団体との連携                           

市は、県等や国、医師会等の医療関係団体、民間検査機関等と連携を図りなが
ら病原体等の情報の収集を進める。また、特別な技術が必要とされる検査につい
ては、衛生環境研究所、国立感染症研究所、国立研究開発法人国立国際医療研究
センター、大学の研究機関等と連携を図る。  
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第６章 感染症の患者の移送のための体制の確保に関する事項              

１ 感染症患者の入院医療機関の選定及び移送体制の確保に関する考え方               
入院勧告又は措置をした患者の医療機関への移送について、一類感染症、二類

感染症及び新興感染症の発生並びにまん延時に市のみでは対応が困難な場合にお
いて県と連携し、県等との役割分担や、消防機関との連携、民間事業者等への業
務委託、DMAT の活用等により、入院を勧告した患者の入院先及び転院先の医療
機関の選定体制並びに移送体制を確保する。 

また、入院調整や移送の対応が市のみで困難な場合、県と役割分担のうえ、支
援等を受ける。 
 

２ 移送等のための体制の確保の方策                          
（１）感染症の患者の移送について、平時から県等とともに県内関係機関と連携

し、役割分担、人員体制を整備する。 
（２）県連携協議会等を通じ、消防機関と連携し、感染症の患者の病状を踏まえ

た移送の対象及び感染症の特性を踏まえた安全な移送体制の確保について、
夜間・休日を含め地域の救急搬送体制の確保の観点にも十分留意して役割
分担を協議する。 

（３）市は、一類感染症、二類感染症及び新興感染症の発生に備え、移送に必要
な車両を確保するとともに、あらかじめ民間救急事業者等との役割分担の
検討を行い、県等と連携して当該感染症の発生時における移送のひっ迫を
防止する。また、高齢者施設等に入所しており配慮を必要とする方の移送
については高齢者施設等の関係団体等とも連携し、移送の際の留意事項を
含めて協議する。 

（４）市は、市を越えた広域での移送が必要な緊急時における対応について、県
等と事前に調整準備を行うなど柔軟に対応する。 

（５）市は、一類感染症、二類感染症若しくは新興感染症の患者等の発生に備え、
平時から、関係者を含めた移送訓練や演習等を、原則として、毎年実施す
る。 

 
３ 関係各機関及び関係団体との連携                          

（１）法第 21 条（法第 26 条第１項又は第２項において準用する場合を含む。）
又は法第 47 条の規定による移送を行うに当たり、市は県等とともに消防
機関と協議するなどして、円滑な移送が行われるよう努める。 

（２）消防機関が搬送した傷病者が法第 12 条第１項第１号等に規定する患者等
であると医療機関が判断した場合には、医療機関等から消防機関に対して、
当該感染症等に関し適切に情報等を提供する。 
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第７章 感染症の発生予防及びまん延防止措置の体制確保に係る目標に
関する事項                         

 

１ 基本的な考え方                              
新興感染症において、市は県等と連携し、保健所及び民間検査機関等における

検査体制の整備を迅速に行うことが重要となる。また、迅速に適切な対応を行う
ためには、平時より患者の検体等の迅速かつ効率的な収集体制の整備や感染症に
対応できる人材の育成と確保も併せて重要となる。 
 このため、体制の確保に当たり対象とする感染症は、新興感染症を基本とする。
本計画の改定に当たっては、感染症に関する国内外の最新の知見を踏まえつつ、
一定の想定を置くこととするが、まずはこれまでの対応の教訓を生かすことがで
きる新型コロナウイルス感染症への対応を念頭に取り組む。 

なお、実際に発生及びまん延した感染症が、事前の想定とは大きく異なる事態
となった場合は、その感染症の特性に合わせて実際の状況に応じた機動的な対応
を行う。「事前の想定とは大きく異なる事態」の判断については、国が判断し、周
知するため、市は県とともに、それに基づき対応する。 
 本計画においては、次の事項について数値目標を定める。 
 
（１）新型インフルエンザ等感染症や指定感染症の患者、疑似症患者、無症状病

原体保有者若しくは当該感染症にかかっていると疑うに足りる正当な理由
のある者又は新感染症の所見がある者若しくは当該新感染症にかかってい
ると疑うに足りる正当な理由のある者の検体又は当該感染症の病原体の検
査に係る保健所の実施能力 

（２）感染症医療担当従事者等及び保健所の職員その他感染症の予防に関する人
材の研修及び訓練の回数 

（３）新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間における感染症の予防に関
する保健所の業務を行う人員及び地域保健法第２１条第１項に規定する者
（ＩＨＥＡＴ）であって必要な研修（ＩＨＥＡＴ研修）を受けた者の確保
数 

 
２ 厚生労働省令で定める体制の確保に係る対策                             

市は、県等とともに、本計画で定めた数値目標について、県連携協議会におい
て、本計画に基づく取組状況を毎年報告し、数値目標の達成状況等について進捗
確認を行うことで、平時より感染症の発生及びまん延を防止していくための取組
を関係者が一体となってＰＤＣＡサイクルに基づく改善を図り、実施状況につい
て検証する。 
 

３ 関係各機関及び関係団体との連携                             
市は、県等とともに、数値目標の達成状況を含む本計画の実施状況及びその実

施に有用な情報を、県連携協議会の構成員に共有し、連携の緊密化を図る。 
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第８章 新型インフルエンザ等感染症外出自粛対象者又は新感染症外出
自粛対象者の療養生活の環境整備に関する事項               

１ 基本的な考え方                              
市は、県等と連携し、新型インフルエンザ等感染症又は新感染症の外出自粛対

象者（外出自粛に係る法の規定が適用される指定感染症にあっては、当該感染症
の外出自粛対象者。以下「外出自粛対象者」という。）の体調が悪化した場合等に、
当該外出自粛対象者を適切な医療に繋げることができるよう健康観察の体制を整
備するとともに、外出自粛により生活上必要な物資の入手が困難になるため、当
該外出自粛対象者に対して生活上の支援を行う。 
 また、市は、外出自粛対象者が高齢者施設等や障害者施設等において療養を継
続する場合、施設内で感染がまん延しないよう施設に対して必要な助言や指導を
行う。 
 

２ 新型インフルエンザ等感染症外出自粛対象者又は新感染症外出自粛対象者の療
養生活の環境整備の方策                                 

（１）市は、県等と連携し、医療機関、医師会、薬剤師会、看護協会や民間事業
者への委託等を活用しつつ、外出自粛対象者の健康観察の体制を確保する。 

（２）市は、県とともに、外出自粛対象者が外出しなくとも生活できるようにす
るため、民間事業者への委託等の協力を活用しつつ、食料品等の生活必需
品等を支給するなどの支援を行うとともに、自宅療養時においても、薬物
療法を適切に受けられるよう、関係団体と連携して必要な医薬品を支給で
きる体制を確保する。また、介護保険の居宅サービスや障害福祉サービス
等を受けている場合には、介護サービス事業者や障害福祉サービス事業者
等と連携する。 

（３）市は、健康観察や生活支援等を効率的に行うため、デジタル技術を積極的
に活用する。 

（４）市は、県とともに、医療措置協定を締結した医療機関や地域の感染症指定
医療機関、医師会等と連携し、施設に対し必要に応じてゾーニング等の感
染対策の助言を行うことができる体制を平時から確保しておき、新興感染
症の発生及びまん延時において施設内における感染のまん延の防止策を実
施する。 

    また、市は、県等とともに、施設等において、職員を含む集団感染が発
生した場合に、職員の不足による施設利用者の療養環境の悪化を防止する
ための必要な支援を行うとともに、医療措置協定を締結した医療機関（当
該施設の協力医療機関、入所者のかかりつけ医を含む。）及び医師会等と連
携し、早期に医療介入できる体制を確保する。 
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３ 関係各機関及び関係団体との連携                      
（１）市は、外出自粛対象者の健康観察や生活支援等に当たっては、積極的に県

と連携し、必要な範囲で患者情報の共有を行う。なお、県と連携する場合
は、県連携協議会等を活用し、あらかじめ情報共有の具体的な内容や役割
分担、費用負担のあり方について協議する。 

（２）市は、県等と連携して、外出自粛対象者の健康観察や生活支援等の実施に
当たっては、必要に応じて、第二種協定指定医療機関や地域の医師会等、
薬剤師会、看護協会又は民間事業者に委託する。 

（３）市は、福祉ニーズのある外出自粛対象者が適切な支援を受けられるよう、
県連携協議会等を通じて、介護サービス事業者、障害福祉サービス事業者
等と連携を図る。 

 

第９章 感染症対策物資等の確保に関する事項                          

１ 基本的な考え方                              
医薬品や個人防護具等の感染症対策物資等については、感染症の予防及び感染

症の患者に対する診療において欠かせないものである。 
 特に新型インフルエンザ等感染症をはじめとする全国的かつ急速なまん延が想
定される感染症が発生した際には、感染症対策物資等の急速な利用が見込まれる
ため、平時から感染症対策物資等が不足しないよう対策等を講ずる。 
 

２ 感染症対策物資等の確保に関する方策                    
市は、新興感染症の全国的な流行時等に、個人防護具等の供給及び流通を適確

に行うため、個人防護具等を備蓄又は確保する。 
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第１０章 感染症に関する啓発及び知識の普及並びに感染症の患者等の
人権の尊重に関する事項                     

１ 基本的な考え方                              
市民は、感染症について正しい知識を持ち、自らが予防するとともに、患者等

が差別を受けることがないように配慮する。 
 そのために、感染症の発生動向等に関する適切な情報の公表、感染症とその予
防に関する正しい知識の普及等を行うことが重要であり、感染症のまん延の防止
のための措置を行うに当たっては、人権を尊重しなければならない。 
 また、医師等においては患者等への十分な説明と同意に基づいた医療を提供す
ることが重要である。 
 

２ 感染症に関する啓発及び知識の普及並びに感染症の患者等の人権の尊重に関す
る方策                                  

（１）市は、診療、就学、就業、交通機関の利用等の場面において、患者等への
差別や偏見の排除等のため、国に準じた施策を講ずるとともに、相談機能
の充実等、住民に身近なサービスを充実する。特に、学校教育の場におけ
る感染症や予防接種に関する正しい知識の普及に努める。また、県連携協
議会等で議論を行う際には、患者の人権を考慮して感染症対策の議論を行
う。 

（２）地域における感染症対策の中核的機関である保健所は、感染症に係る情報
提供、相談等について、市民へリスクコミュニケーションを行う。 

（３）市は、患者等の情報の適切な取扱を推進するため、県連携協議会等研修会
等のさまざまな機会を活用して、関係職員や医療関係者に対して情報の適
切な取扱に係る意識の向上を図る。 

 
３ 感染症に関する啓発及び知識の普及並びに感染症の患者等の人権の尊重に関す

るその他の方策                              
（１）市は、患者等のプライバシーを保護するため、医師が市⾧へ感染症患者に

関する届出を行った場合には、状況に応じて、患者等へ当該届出の事実等
を通知するよう徹底を図る。 

（２）報道機関は、常時、的確な情報を提供することが重要であることから、市
は、個人情報の取扱いに細心の注意を払い、感染症に関し、誤った情報や
不適当な報道がなされたときには、速やかにその訂正がなされるよう、平
時から報道機関と緊密に連携を図る。 

 
４ 関係各機関との連携                              

市は、県等と定期的に会議を開催して情報交換を行うなど相互の密接な連携を
図る。 
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第１１章 感染症の予防に関する人材の養成及び資質の向上に関する 
事項                             

１ 基本的な考え方                              
現在、国内において感染者が減少している感染症に関する十分な知見を有する

者が少なくなっている一方で、新たな感染症対策に対応できる知見を有し、介護
施設等でクラスターが発生した場合に適切な感染拡大防止対策を指導することが
できる感染管理の専門家、感染症の疫学情報を分析する専門家、そして行政の中
において感染症対策の政策立案を担う人材等、多様な専門性を有する人材の必要
性が高まっている。このことを踏まえ、市は、県等とともに、これら必要とされ
る感染症に関する人材の確保のため、国が実施する資質向上・維持のための研修
等を活用するなど、感染症に関する幅広い知見や研究成果を現場の職員等に普及
させる役割を担う人材を養成し、感染症の予防に係る人材を確保するよう努める。 
 

２ 感染症に関する人材の養成及び資質の向上                  
（１）市は、感染症に関する学会や国立保健医療科学院、国立感染症研究所等で

実施される感染症対策・感染症検査等に関する研修会や実地疫学専門家養
成コース（FETP-J）等に職員等を積極的に派遣し、感染症に関する最新の
知識や技術を有する人材の育成を図る。 

（２）市は、感染症に関する講習会等を開催し、保健所職員等に対して感染症に
関する最新の知識や技術を普及する。この際、国が行う研修会等の修了者
を講師にするなどの人材の活用を図る。 

（３）市は、研修会への職員の派遣や講習会等の開催に当たって、職員が幅広く
かつ体系的に知識や技術を習得できるよう、中⾧期的な研修計画を策定す
るよう努める。 

（４）市は、県と連携して、感染症指定医療機関や一般の医療機関に従事する医
療関係者に対し、 国や県主催の感染症診療及び感染予防対策に係る研修の
受講機会を提供し、 市内医療機関内における感染拡大防止及び感染症医療
の充実を図る。 

（５）市は、研修等の受講により感染症に関する知識や技術を習得した職員につ
いて、保健所等で有効に活用する。 

（６）市は、感染症有事体制に構成される人員を対象に、全員が年１回以上受講
できるよう、保健所における実践型訓練を含めた感染症対応研修・訓練を
実施する。 

（７）市は、IHEAT（Infectious disease Health Emergency Assistance Team の略。
以下同じ。）要員の確保や研修、IHEAT 要員との連絡体制の整備や IHEAT
要員及びその所属機関との連携の強化などを通じて、IHEAT 要員による支
援体制を確保する。保健所においては、平時から、IHEAT 要員への訓練等
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の実施や IHEAT 要員の支援を受けるための体制を整備するなど IHEAT
要員の活用を想定した準備を行う。 

（８）市の実施する IHEAT 研修に対し、事前の調整に基づき、県から必要に応
じて講師派遣や共催等による支援及び企画への助言等の支援を受ける。 

（９）市は、県と連携し、保健所支援を行う IHEAT 要員に対し、訓練等を、少な
くとも年１回開催する。また、研修を受講した IHEAT 要員に対し、市は国
が実施する感染症の高度な研修等への受講を促す。 

 
 

３ 医療機関等における感染症に関する人材の養成及び資質の向上                      
第一種協定指定医療機関及び第二種協定指定医療機関を含む感染症指定医療

機関においては、感染症対応を行う医療従事者等の新興感染症の発生を想定した
必要な研修及び訓練を実施すること又は国、県、市、医療機関、大学並びに団体
等が実施する当該研修及び訓練に医療従事者を参加させることにより、体制を強
化する。 

また、新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間においては、感染症医療
担当従事者等を他の医療機関、宿泊施設及び高齢者施設等に派遣できるように平
時から研修や訓練を実施する。 
 

４ 医師会等における感染症に関する人材の養成及び資質の向上                      
医師会等の医療関係団体は、会員等に対して感染症に関する情報提供及び研修

を行う。 
 

図 3 ＩＨＥＡＴ概要図 
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５ 関係各機関及び関係団体との連携                      

市は、各関係機関及び関係団体が行う研修へ職員を積極的に参加させるととも
に、その人材の活用に努める。また、市は、県等とともに、感染症指定医療機関
をはじめとする医療機関等に対して、感染症にかかる医療従事者向けの講習会の
実施や動画配信を行うなどにより、平時から連携する。 
 

  



 

24 

 

第１２章 感染症の予防に関する保健所の体制の確保に関する事項             

１ 基本的な考え方                              
（１）保健所は地域の感染症対策の中核的機関として、地域保健法に基づき厚生

労働大臣が策定する基本指針とも整合性をとりながら、必要な情報の収集、
分析、対応策の企画立案・実施、リスクコミュニケーション等を行うとと
もに、感染症の感染拡大時にも健康づくり等の地域保健対策も継続できる
ようにする。また、平時より有事に備えた体制を構築し、有事の際には速
やかに体制を切り替えることができる仕組みを構築する。 

（２）市は、県連携協議会等を活用しながら関係機関及び関係団体と連携すると
ともに、市の保健衛生部門等における役割分担を明確化する。 

（３）市は、感染症発生時に迅速に対応できるよう、感染症に関する情報が、責
任者に対して迅速かつ適切に伝達され、一元的に管理される体制を構築す
る。あわせて、外部人材の活用も含めた必要な人員の確保、受入体制の整
備、必要な機器及び機材の整備、物品の備蓄等を通じて健康危機発生時に
備えて、保健所は平時から計画的に体制を整備する。また、業務の一元化、
外部委託、デジタル技術の活用も視野に入れて体制を検討する。 

（４）保健所は、平時から健康危機に備えた準備を計画的に進めるため、国のガ
イドラインに基づき健康危機対処計画を策定し、健康危機発生時には同計
画に基づき取り組む。 

 
２ 感染症の予防に関する保健所の体制の確保                      

（１）市は、県連携協議会等を活用し、県及び市町村の役割分担や連携内容を平
時から調整する。感染症のまん延が⾧期間継続することも考慮し、必要と
なる保健所の人員数を想定し、感染症発生時においてその体制を迅速に切
り替えることができるよう体制を整える。 

（２）市は広域的な感染症のまん延の防止の観点から、感染経路の特定、濃厚接
触者の把握等に係る積極的疫学調査等の専門的業務を十分に実施するため
に、感染症の拡大を想定し、保健所における人員体制や設備等を整備する。
体制の整備に当たっては、必要な機器及び機材の整備、物品の備蓄を始め、
業務の外部委託や都道府県における一元的な実施、デジタル技術の活用な
どを通じた業務の効率化を積極的に進めるとともに、IHEAT 要員等の応援
体制を含めた人員体制、受入体制の構築（応援派遣要請のタイミングの想
定も含む。）や、市民の精神保健福祉対策及び職員等の精神面に配慮した対
策等を講ずる。 

（３）市は、地域の健康危機管理体制を確保するため、保健所に保健所⾧を補佐
する総合的なマネジメントを担う専門の職員を配置する。 
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３ 関係機関及び関係団体との連携                        
（１）市は、県連携協議会等を活用し、県及び他市町村、大学、研究機関、消防

機関等の関係機関、専門職能団体等と保健所業務に係る内容について連携
を図る。 

（２）市は、感染症発生時における連携体制を確保するため、平時から県関係部
局や衛生環境研究所等と協議し役割分担を確認する。 
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第１３章 特定病原体等を適正に取り扱う体制の確保に関する事項     

１ 基本的な考え方                               
特定病原体等の適正な取扱いについては、国内における病原体等の試験研究、

検査等の状況、国際的な病原体等の安全管理の状況その他の特定病原体等の適正
な取扱いに関する国内外の動向を踏まえつつ行われなければならない。 
 

２ 特定病原体等の適正な取扱いのための施策                   
（１）特定病原体等を取り扱う機関は、特定病原体等に応じた施設の基準、保管

等の基準を遵守するとともに、厚生労働大臣から改善命令がなされた場合、
直ちに改善を行う。 

（２）特定病原体等を取り扱う機関は、特定病原体等の適切な取扱い等に関する
情報を積極的に収集し、周知する。 

（３）特定病原体等を取り扱う機関は、特定病原体等の適正な取扱いのための措
置を的確に実施できるよう人員等の体制を確保する。 

 
３ 関係各機関との連携                            

（１）特定病原体等を取り扱う機関は、盗取、所在不明等の事故時や、地震、火
災その他の災害時において特定病原体等による感染症の発生を予防し、又
はそのまん延を防止するために関係機関と緊密に連携する。 

（２）特定病原体等を取り扱う機関において保管される情報のみならず、関係各
機関の間において共有される情報も含め、平時からその管理を徹底する。 

（３）事故、災害等が発生した場合においては、関係各機関と連携を取りつつ、
必要に応じて関係者からの報告や関係施設への立入りの支援を行うなどに
より、迅速かつ的確に対応する。 

図４ 特定病原体の取り扱い 
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第１４章 緊急時における感染症の発生の予防及びまん延の防止、病原体
等の検査のための施策に関する事項                  

１ 緊急時における感染症の発生の予防及びまん延の防止並びに医療の提供のため
の施策                                  

（１）市は、県等とともに、一類感染症、二類感染症又は新感染症の患者等の発
生又はそのまん延のおそれが生じた場合の具体的な医療提供体制や移送の
方法等についての計画を定め、公表する。 

（２）市は、県等とともに、感染症の患者等の発生を予防し、まん延を防止する
ために緊急の必要がある場合には、感染症の患者等の病状、年代別の致死
率、数その他感染症の発生及びまん延の状況を勘案して、必要な措置を定
め、医師その他の医療関係者に対し、当該措置の実施に対する必要な協力
を求め、迅速かつ的確な対策を講ずる。 

（３）国が感染症の患者等の発生を予防し、まん延を防止するために緊急の必要
がある、又は新感染症の患者等の発生や生物テロが想定されると判断した
場合等において、市は、県とともに、国が発出する指示を踏まえ、必要に
応じて国の職員や専門家の派遣等の支援等を受け、国と連携して迅速かつ
的確な対策を講ずる。 

 
２ 緊急時における国と地方公共団体との連絡体制                    

（１）市⾧は、法第 12 条第２項の規定に基づく国への報告等を確実に行うとと
もに、特に新感染症への対応を行う場合、その他感染症への対応について
緊急と認める場合には、国及び県等との緊密な連携を図る。 

（２）市⾧は、検疫所から感染症の患者等に関する情報提供を受けた場合には、
当該検疫所等と連携し、同行者等の追跡調査その他の必要と認める措置を
行う。 

（３）市は、緊急時における国からの連絡を迅速かつ確実に受けられる体制を整
備する。 

（４）緊急時においては、市は国から感染症の患者等の発生状況や医学的な知見
など、市が対策を講ずる上で有益な情報の提供を受けるとともに、当該地
域における患者等の発生状況等について、できるだけ詳細な情報を国に提
供することにより緊密な連携を図る。 

 
３ 緊急時における地方公共団体相互間の連絡体制                    

（１）市は、関係する地方公共団体と緊密な連絡を保ち、感染症の発生状況、緊
急度等を勘案し、必要に応じて、相互に応援職員、専門家の派遣等を行う。
また、消防機関に対して、感染症に関する情報等を適切に提供する。 

（２）市は、県及び関係市町村に対して、感染の予防又は感染拡大防止のために
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必要な情報を提供する。また、知事と保健所設置市の⾧との緊急時におけ
る連絡体制を整備する。 

 
４ 関係団体との連絡体制                              

市は、医師会等の医療関係団体等と緊密な連携を図る。 
 

５ 緊急時における情報提供                              
市は、緊急時において、市民に対して感染症の患者の発生の状況や医学的知見

など市民が感染予防等の対策を講ずる上で有益な情報を、個人情報に十分配慮し
た上でパニック防止という観点も考慮しつつ、可能な限り提供する。この場合に
は、情報提供媒体を複数設定し、理解しやすい内容で情報提供を行う。 
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第１５章 特定感染症予防指針に関する施策               

１ 結核に関する特定感染症予防指針                          
（１）市は、高齢者、結核発症の危険性が高いとされる幾つかの特定の集団（医

療機関、高齢者施設、日本語学校等）、発症すると二次感染を起こしやすい
職業（学校等の職員）等の定期の健康診断の受診率向上に努める。また、
集団感染をおこしやすい社会福祉施設等の入所者（特に、寝たきりや障害
のある者）についても同様に受診率向上に努める。 

（２）市は、外国出生患者等に対して、正しい結核の知識の普及や治療完遂をめ
ざし、DOTS（直接服薬確認療法）体制の強化を図る。また、市は、特に
必要と認める場合には、外国人住民に対する定期の健康診断の実施体制整
備等に努める。 

（３）市⾧は、結核患者等に対する適正な医療を担当させる医療機関として、厚
生労働大臣の定める基準に適合するものを、開設者の同意を得て、結核指
定医療機関に指定する。また、結核指定医療機関は、結核医療の基準に基
づく適切な化学療法を実施するよう、保健所と協力し連携を強化する。 

（４）市は、医療機関等と連携し、菌陽性患者に対する薬剤感受性結果を確実に
把握し、結核サーベイランスを推進する。 

 
２ 後天性免疫不全症候群及び性感染症に関する特定感染症予防指針                

（１）市は、保健所における無料の匿名による検査・相談をはじめ、地域の実情
に即した検査・相談体制の充実を重点的かつ計画的に進めていく。 

（２）市は、HIV 感染者が医療・福祉のみならず就学・就労に際し不利益を被る
ことがないよう、医療機関、社会福祉施設、教育現場及び職場における偏
見及び差別の発生を未然に防止するための十分な普及啓発を行う。 

（３）市は、医師会等の関係団体並びに HIV 感染症・エイズ及び性感染症対策等
に関係する団体等と幅広い連携を図る。また、保健所は、普及啓発の拠点
としての情報発信機能を強化するとともに、学校教育と社会教育との連携
強化により普及啓発活動を充実させる。 

 
３ インフルエンザに関する特定感染症予防指針                 

（１）市は、感染症の情報収集における迅速性と正確性という本来相反する二つ
の側面の均衡に配慮しつつ、感染力が極めて強く、かつ、極めて短期間の
間に流行が拡大するというインフルエンザの特性に応じた効果的かつ効率
的な情報収集体制を整備する。 

（２）市は、一般的な予防方法について、科学的根拠に基づき、かつ、インフル
エンザ以外の普通の風邪の予防も併せて想定した上で、市民に対する周知
を徹底する。また、予防接種法に基づく予防接種の対象者及び対象者以外
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の市民に対し、自らの判断で予防接種を受けるか否かを決定することがで
きるよう、インフルエンザワクチンの効果、副反応等について正しい情報
を提供する。 

（３）市は、高齢者等の高危険群に属する者が多く入所している施設において、
インフルエンザの流行が発生した場合には、当該施設等の協力を得ながら
積極的疫学調査を実施し、感染拡大の経路及び感染拡大に寄与した因子の
特定等を行うことにより、施設内感染の再発防止に役立てる。また、市は、
積極的疫学調査のほか、施設からの求めに応じて適切な支援及び助言を行
う。 

（４）市は、医師会等の関係団体等の関係するすべての機関と役割を分担し、協
力しつつ、それぞれの立場から発生動向の把握やまん延防止対策等に取り
組む。 

 
４ 麻しん及び風しんに関する特定感染症予防指針                

（１）市は、麻しん及び風しんについての情報の収集及び分析を進めていくとと
もに、発生原因の特定のため、流行性疾患患者通報業務等を活用し正確か
つ迅速な発生動向の調査を行う。 

（２）市は、麻しん及び風しんの患者が一例でも発生した場合に積極的疫学調査
を迅速に実施する。そのため、普段から医療機関等の関係機関とネットワ
ークを構築する。 

（３）市は、群馬県麻しん・風しん対策会議に参加し、関係機関と協働し、定期
的に麻しん及び風しんの発生動向及び副反応の発生事例等を把握する。ま
た、本市において第一期に接種した者の割合及び第二期に接種した者の割
合がそれぞれ 95％以上となるように努める。 

 
５ 蚊媒介感染症に関する特定感染症予防指針                  

（１）市は、蚊媒介感染症の発生に関する人及び蚊についての総合的なリスク評
価を行うものとする。訪問者数が多く、かつ、蚊の生息に適した場所が存
在する大規模公園等のリスク評価の結果、注意が必要とされた地点におい
ては、必要に応じて、施設等の管理者等の協力を得て、定点を定めた媒介
蚊の発生状況の継続的な観測、媒介蚊の幼虫の発生源の対策及び媒介蚊の
成虫の駆除、当該地点に⾧時間滞在する者又は頻回に訪問する者に対する
予防のための防蚊対策に関する注意喚起や健康調査等の対応を行う。 

（２）市は、輸入感染症例について、媒介蚊の活動が活発な時期であるかどうか
や周辺の媒介蚊の発生状況に留意しつつ、当該者の国内での蚊の刺咬歴等
の確認を行うとともに、医療機関と連携し、蚊媒介感染症と診断された患
者に対して、血液中に病原体が多く含まれるため蚊を媒介して感染拡大の
リスクがある期間のまん延防止のための防蚊対策や献血の回避の重要性に
関する指導を行う。 
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第１６章 その他感染症の予防の推進に関する重要事項          

１ 施設内感染の防止                             
病院、診療所、高齢者福祉施設等において感染症が発生し又はまん延しないよ

う、市は、県等とともに、最新の医学的知見等を踏まえた施設内感染に関する情
報をこれらの施設の開設者又は管理者に適切に提供する。また、これらの施設の
開設者及び管理者は、これらの情報に基づき、必要な措置を講ずるとともに、平
時から施設の利用者等及び職員の健康管理を進めることにより、感染症の早期発
見に努める。さらに、医療機関は、院内感染対策委員会等を中心に院内感染の防
止に努め、実施した措置等に関する情報を、必要に応じて関係機関等に提供し、
共有化を図るよう努める。 

また、市は、県等とともに、施設内感染に関する情報や研究の成果及び講習会・
研修に関する情報を、医師会（感染症対策連絡協議会）等の関係団体等の協力を
得つつ、病院、診療所、高齢者福祉施設等の現場の関係者に普及し、活用を促す。 

 
２ 災害防疫                                  

災害発生時の感染症の発生の予防及びまん延防止の措置は、生活環境が悪化し、
被災者の病原体に対する抵抗力が低下する等の悪条件下に行われるものであるた
め、市は、医療機関の確保、防疫活動、保健活動、避難所等への感染対策チーム
の派遣等の所要の措置を迅速かつ的確に講じ、感染症の発生及びまん延の防止に
努める。 
 

３ 動物由来感染症対策                            
（１）市は、動物由来感染症に対する必要な措置等が速やかに行えるよう、獣医

師等に対し、法第 13 条に規定する届出や狂犬病予防法（昭和 25 年法律第
247 号）に規定する届出の義務について周知を図るとともにワンヘルス・
アプローチ（人間及び動物の健康並びに環境に関する分野横断的な課題に
対し、関係者が連携して解決に向けて取り組むことをいう。）に基づき、関
係機関及び医師会や獣医師会などの関係団体等と情報交換を行うこと等に
より連携を図って、市民への情報提供を行う。 

（２）ペット等の動物を飼育する者や畜産農業者等をはじめ、市民は、（１）によ
り提供された情報等により動物由来感染症に関する正しい知識を持ち、そ
の予防に努める。 

（３）市は、積極的疫学調査の一環として、動物の病原体保有状況調査（動物由
来感染症の病原体の動物における保有の状況に係る調査をいう。）により広
く情報を収集することが重要であるため、県等関係機関、動物等取扱業者
及び畜産農業者の指導を行う部門等が連携を図りながら調査に必要な体制
を構築する。 
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（４）動物由来感染症の予防及びまん延の防止の対策については、感染症の病原
体を媒介するおそれのある動物に対する対策や、動物等取扱業者及び畜産
農業者への指導、獣医師との連携等が必要であることから、市の感染症対
策部門とペット等の動物に関する施策を担当する部門及び衛生環境部門及
び家畜防疫部門等が適切に連携をとりながら対策を講ずる。 

 
４ 外国人への周知及び対応                             

法は、国内に居住し又は滞在する外国人についても同様に適用されるため、市
は、窓口に我が国の感染症対策を外国語で説明したパンフレットや通訳等を備え
るなどの取組を行う。 
 

５ 薬剤耐性対策                               
市は、医療機関において、薬剤耐性の対策及び抗菌薬の適正使用が行われるよ

う、医師会や感染症指定医療機関等と連携して、適切な方策を講ずる。 
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【別表 目標値一覧】                         

基本的な考え方                                

目標値については、対象とする感染症を新興感染症とし、新型コロナ対応において

確保した最大値の体制を念頭に想定 

 
１ 検査体制                                 

※市内医療機関（病院、診療所）等における検査能力は、群馬県全体の目標値として群馬県感染
症予防計画に別途記載されます。（群馬県全体の目標値（案）：流行初期：480 件/日、流行初
期以降：6,415 件/日） 

 
２ 研修・訓練回数                              

  
３ 保健所の体制整備                               

  ①人員確保数 

  ②即応可能な IHEAT 要員の確保数 

区分 目標値 
流行初期 

（1 か月以内） 
考え方 流行初期以降 

（6 か月以内） 
考え方 

検査の実

施能力 

前橋市 

保健所 

20 件/日 新型コロナ

対応ピーク

時の検査数 

20 件/日 

 

新型コロナ

対応ピーク

時の検査数 県衛生環境

研究所 

（35 件/日） （35 件/日） 

 

検査機器

の数 

前橋市 

保健所 

1 台 実施能力に

相当する数 

1 台 実施能力に

相当する数 

区分 目標値 
平時 考え方 

前橋市保健所 1 回以上 年間で 1 回以上実施 

項目 目標値 
流行初期（1 か月以内） 考え方 

人員確保数 83 人 新型コロナ対応ピーク時の対応職

員数を元に算出 

項目 目標値 
流行初期以降（6 か月以内） 考え方 

即応可能な IHEAT

要員の確保数 

10 人 過去一年間の IHEAT 研修受講者

数 
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【資料編】                              
１ 策定経過                                 
 

年月日 内容 
令和５年６月 15 日 第１回群馬県感染症対策連携協議会 
令和５年９月 20 日 第２回群馬県感染症対策連携協議会 

・計画の概要、スケージュールについて協議 
令和５年 11 月 17 日 第３回群馬県感染症対策連携協議会 

・計画素案について協議 
令和５年 12 月中旬 第４回群馬県感染症対策連携協議会(書面開催) 

・計画原案（パブリックコメント案）について協議 
令和５年 12 月 20 日 

～令和６年１月19日 
パブリックコメント実施 

令和６年２月 9 日 第５回群馬県感染症対策連携協議会 
 
 
 

２ 用語集                                 
 

No. 項目 説明 
1 法 感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律を指す。 
2 基本指針 感染症の予防の総合的な推進を図るための

基本的な指針を指す。 
3 ＰＤＣＡサイクル Plan（計画）→Do（実施）→Check（検証）

→Action（改善）により業務管理を行い、継
続的に事業や施策の改善を図る方法。 

4 感染症発生動向調査 国内外における感染症に関する情報の収集、
分析並びに市民及び医師等医療関係者への
公表。 

5 感染症発生動向調査体制 感染症発生動向調査を適切に実施するため
の体制。 

6 感染症指定医療機関 法律で定められた特定の感染症に罹患した
患者の入院治療を行う医療機関。 

7 県 群馬県を指す。 
8 医師会等 県医師会、郡市医師会及び郡大医師会を指

す。 
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No. 項目 説明 
9 県連携協議会 群馬県感染症対策連携協議会を指す。 
10 患者等 患者のほか、無症状病原体保有者、感染症死

亡（疑い）者の死体、疑似症患者、新感染症
にかかっていると疑われる者若しくは新感
染症の所見がある者のいずれかを指す。 

11 無症状病原体保有者 感染症の病原体を保有している者であって
当該感染症の症状を呈していないもの。 

12 疑似症患者 一類、二類(ポリオ、ジフテリアを除く)感染
症の疑似症を呈す者で、法第 12 条の届出の
対象となる者。 

13 市町村 県内 35 市町村を指す。 
14 県等 県及び保健所設置市を指す。 
15 健康危機管理 医薬品、食中毒、感染症、飲料水その他何ら

かの原因により生じる国民の生命、健康の安
全を脅かす事態に対して行われる健康被害
の発生予防、拡大防止、治療等に関する業務。 

16 衛生環境研究所 群馬県衛生環境研究所を指す。 
17 新型インフルエンザ等感

染症等 
新型インフルエンザ等感染症、指定感染症及
び新感染症を指す。 

18 新型インフルエンザ等感
染症等に係る発生等の公
表 

法第 44 条の２第１項、第 44 条の７第１項
又は第 44 条の 10 第１項の規定にされる新
型インフルエンザ等感染症、指定感染症及び
新感染症の発生及び実施する措置等に関す
る情報の公表のこと。 

19 新型インフルエンザ等感
染症と認められなくなっ
た旨の公表等 

法第 36 条の２第１項及び第 63 条の４に規
定されるものを指し、法第 44 条の２第３項
若しくは第 44 条の７第３項の規定による公
表又は第 53 条第１項の規定により政令で定
める期間の終了までのこと。 

20 新型インフルエンザ等感
染症等発生等公表期間 

上記に記述する 18 が行われたときから 19
が行われるまでの間。 

21 保険医療機関又は保険薬
局 

健康保険法第 64 条及び第 65 条に規定され
る保健医療機関を指す。 

22 新興感染症 新型インフルエンザ等感染症、指定感染症及
び新感染症を指す。 

23 獣医療関係者 獣医師・愛玩動物看護師等を指す。 
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No. 項目 説明 
24 動物等取扱業者 法第５条の２第２項に規定する動物又はそ

の死体の輸入、保管、貸出し、販売又は遊園
地、動物園、博覧会の会場その他不特定かつ
多数の者が入場する施設若しくは場所にお
ける展示を業として行う者を指す。 

25 畜産農業者 乳用牛、肉用牛、馬、鹿、豚、いのぶた、い
のしし、めん羊、やぎ、にわとりなどの飼養、
ふ卵、育すうに従事するもの。 

26 動物等 動物及びその死体を指す。 
27 患者等発生後の対応時 法第４章又は法第５章の規定による措置が

必要とされる状態。 
28 平時 患者発生後の対応時以外の状態。 
29 個別接種 市町村⾧の要請に応じて予防接種に協力す

る旨を承諾した医師が医療機関で行う予防
接種。 

30 積極的疫学調査 法第 15 条に規定する感染症の発生の状況、
動向及び原因の調査のこと。 

31 疑似症 法第 14 の１に規定されるものを指し、発熱、
呼吸器症状、発しん、消化器症状又は神経症
状その他感染症を疑わせるような症状のう
ち、医師が一般に認められている医学的知見
に基づき、集中治療その他これに準ずるもの
が必要であり、かつ、直ちに特定の感染症と
診断することができないと判断したもの。 

32 医療機関等 医療法第１条の２第１項に規定する医療提
供施設をいう。 

33 食品媒介感染症 食品により媒介される感染症。腸管出血性
大腸菌感染症などがある。 

34 感染症媒介昆虫等 感染症を媒介するねずみ族及び昆虫等。 
35 蚊を介する感染症 蚊媒介感染症。病原体を保有する蚊に刺され

ることによって起こる感染症のこと。主な蚊
媒介感染症には、ウイルス疾患であるデング
熱、チクングニア熱、ジカウイルス感染症、
日本脳炎等がある。 

36 カラス等の死亡鳥類 死亡又は衰弱した野鳥等並びにその排泄物。 
37 対人措置 法第４章に規定する健康診断、就業制限及び

入院等の措置。 
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No. 項目 説明 
38 対物措置 法第５章に規定する消毒等の措置。 
39 物件に対する措置 法第 29 条に定める措置。 
40 建物への立入制限又は封

鎖、交通の制限及び遮断
等の措置 

法第 32 条及び第 33 条に定める措置。 

41 国立感染症研究所 厚生労働省の施設等機関。 
感染症に関する厚生労働行政施策について
の科学的根拠の提供、感染症健康危機の予
防・防止と発生時の対応・対策を担う。 

42 国立研究開発法人国立国
際医療研究センター 

厚生労働省所管の独立行政法人。感染症・免
疫疾患並びに糖尿病・代謝疾患等に関する研
究や高度総合医療を提供するとともに、医療
の分野における国際協力や医療従事者の人
材育成を行う。 

43 国立保健医療科学院 厚生労働省の施設等機関。 
保健、医療、福祉に関係する職員などの教育
訓練や、それらに関連する調査及び研究を行
う。 

44 薬剤耐性菌 薬剤耐性（特定の種類の抗菌薬や抗ウイルス
薬等の抗微生物剤が効きにくくなる、又は効
かなくなること）をもった細菌。 

45 新型コロナウイルス感染
症 

新型コロナウイルス感染症（病原体がベー
タコロナウイルス属のコロナウイルス（令
和２年１月に中華人民共和国から世界保健
機関に対して、人に伝染する能力を有する
ことが新たに報告されたものに限る。）であ
るものに限る。）（ＣＯＶＩＤ-19）による急
性呼吸器症候群。 

46 個人防護具 着用することによって病原体等にばく露す
ることを防止するための個人用の道具をい
う。（サージカルマスク、N95 マスク、アイ
ソレーションガウン、フェイスシールド、滅
菌手袋等） 

47 ＤＭＡＴ 災害急性期に活動できる機動性を持ったト
レーニングを受けた医療チームのこと。 
Disaster Medical Assistance Team の頭文字
をとって略して「ＤＭＡＴ」と呼ばれる。 
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No. 項目 説明 
48 感染症対策物資等 感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に必要な医薬品、医療機器、個人防護具
その他の物資並びにこれらの物資の生産に
必要不可欠であると認められる物資及び資
材。 

49 外出自粛対象者 法第 50 条の２第 1 項又は第 2 項に規定され
る、新感染症にかかっていると疑うに足る正
当な理由のある者又は新感染症の所見のあ
る者で、居宅若しくはこれに相当する場所か
ら外出しないことの協力を求められたもの
を指す。 

50 実地疫学専門家養成コー
ス 

Field Epidemiology Training Program : 
FETP。感染症危機管理事例を迅速に探知し
て適切な対応を実施するためのコアとなる
実地疫学者を養成するコース。 

51 ＦＥＴＰʷＪ Field Epidemiology Training Program Japan 
の略。 

52 ＩＨＥＡＴ Infectious disease Health Emergency 
Assistance Team の略。感染症のまん延等の
健康危機が発生した場合に地域の保健師等
の専門職が保健所等の業務を支援する仕組
み。 

53 第一種協定指定医療機関 患者の入院を受け入れる内容の通知を受け
た医療機関又はその内容の協定を締結した
医療機関であって、新型インフルエンザ等感
染症若しくは指定感染症の患者又は新感染
症の所見がある者の入院を担当する医療機
関。 

54 第二種協定指定医療機関 発熱外来又は宿泊・自宅療養者等の外来医
療・在宅医療を担当する内容の通知を受けた
医療機関又はその内容の協定を締結した病
院若しくは診療所又は薬局であって、外出自
粛対象者の医療を担当する医療機関。 

55 特定病原体等 一種病原体等、二種病原体等、三種病原体
等及び四種病原体等をいう。 
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No. 項目 説明 
56 生物テロ 生物剤(微生物であって、人、動物若しくは

植物の生体内で増殖する場合にこれらを発
病させ、死亡させ、若しくは枯死させるもの
又は毒素を産生するもの)がテロリストの兵
器として使用される事案。 

57 高危険群 65 歳以上の高齢者、各種の基礎疾患を有す
る者等を指す。 

58 動物由来感染症 鳥インフルエンザをはじめとする同一の病
原体により、ヒトとヒト以外の脊椎動物の双
方が罹患する感染症。人獣共通感染症。 

59 ワンヘルス・アプローチ 人間及び動物の健康並びに環境に関する分
野横断的な課題に対し、関係者が連携して解
決に向けて取り組むことをいう。 

 


